
国庫補助額
（Ｃ）

交付金充当経費
（Ｄ）

起債額
（Ｅ）

その他
（Ｆ）

1
生活困窮者緊急生活
支援事業（7万円）

物価高騰等による経済事情の急激な変動による影響を大きく受けている生活困窮世帯
に対し給付金を支給することにより、低所得者世帯の家計の負担を軽減する。
 【積算根拠】
　 給付額　　33,133,000円（70,000円×457世帯）
 　事務費　　1,364,763円

33,354,763 33,354,763 0 26,854,000 0 6,500,763 0 R5.12 R6.3
住民税非課税世帯に対する
7万円給付を対象世帯457
世帯へ実施した。

物価高騰により負担を強いられる家計を応
援するとともに、低迷する地域経済活性化
に資する取組となった。

2
生活困窮者緊急生活
支援事業（均等割）

物価高騰等による経済事情の急激な変動による影響を大きく受けている生活困窮世帯
に対し給付金を支給することにより、低所得者世帯の家計の負担を軽減する。
 【積算根拠】
　 給付額　　13,700,000円（50,000円×274世帯）
 　事務費　　42,000円

14,242,000 14,242,000 0 13,742,000 0 500,000 0 R6.2 R6.3
住民税均等割世帯に対する
7万円給付を対象世帯274
世帯へ実施した。

物価高騰により負担を強いられる家計を応
援するとともに、低迷する地域経済活性化
に資する取組となった。

3
生活困窮者緊急生活
支援事業（子ども加算）

物価高騰等による経済事情の急激な変動による影響を大きく受けている生活困窮世帯
に対し給付金を支給することにより、低所得者世帯の家計の負担を軽減する。
 【積算根拠】
　 給付額　　3,950,000円（50,000円×79世帯）
 　事務費　　12,000円

4,012,000 4,012,000 0 3,962,000 0 50,000 0 R6.2 R6.3
子育て世帯に対する5万円
給付を対象世帯79世帯へ
実施した。

物価高騰により負担を強いられる家計を応
援するとともに、低迷する地域経済活性化
に資する取組となった。

4 雇用確保事業

エネルギー・価格高騰の影響を受け、経済活動が停滞し事業活動の縮小を余儀なくさ
れる村内立地事業者に対し、従業員1人当たり10,000円の補助金を支給することに
より、事業者の経営維持や負担軽減、賃上げ環境の整備等の支援を図る。
 【積算根拠】
　 給付額　　11,690,000円（10,000円×11,690人）

11,690,000 11,690,000 0 9,427,000 0 2,263,000 0 R6.1 R6.3
一人当たり1万円の補助金
を対象者11,690人（60
事業者）へ実施した。

物価高騰により負担を強いられる家計を応
援するとともに、低迷する地域経済活性化
に資する取組となった。

5
農業資材価格等高騰対策

継続支援事業補助金

エネルギー・価格高騰の影響を受け、費用負担が増大している村内の農業者に対し、
補助金を支給することにより、事業者の経営維持や負担軽減等を図る。
【積算根拠】
　給付額　　19,444,000円（255人）

19,444,000 19,444,000 0 15,380,000 0 4,064,000 0 R6.1 R6.3
補助金を対象者255人へ
実施した。

物価高騰により負担を強いられる家計を応
援するとともに、低迷する地域経済活性化
に資する取組となった。
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